
太陽エネルギーシステムフィールドテスト事業④

１６

●本事業の達成目標
・太陽光：総設備容量６４，０００ｋＷ（原油換算１５，７００ｋＬ）
・太陽熱：総集熱面積２０，５２０㎡（原油換算１，１６４ｋＬ）

太陽エネルギーシステムの普及促進
システム低コスト化による市場活性化

●期待される効果
・国の導入目標達成へ貢献
・設置・運転・トラブル等の各種データを分析・公表
・システムの有効性を実証
・システム機器の標準化・設置工事の最適化

●最適化・標準化への取り組み
［最適化］ ［標準化］
・経済的、最適なシステム効率を実現する設置・施工方法 ・システム機器（インバータ、架台、計測機器等）
・建物用途、設置分野毎の最適システム指針の作成 ・架台・建材化等、各種設置場所対応設置技術

●採択、評価の体制
・採択の際に外部有識者による「採択審査委員会」を組織（太陽光、太陽熱）。
・ＮＥＤＯ「事業評価指針」に基づき、ＮＥＤＯ内部による「事業評価委員会」を組織し、事業評価を毎年度実施。なお、太
陽光については、平成１８年度に「ＦＴ事業戦略策定に係る調査」の中で委員会を組織し、これまでの事業の検証及び
今後の事業戦略について議論・評価する予定。
・更に、外部有識者による「評価委員会」を組織して、平成２１年度及び２４年度に中間評価を実施し、平成２７年度に事
後評価を実施予定。

●既存事業を統合するメリット
・事業運営の効率化
・太陽光発電と太陽熱利用の枠を超えた、高いイノベーション効果が期待されるものを積極的かつ柔軟に導入可能。

太陽光発電新技術等フィールドテスト事業（H15fy～H18fy）

太陽熱高度利用システムフィールドテスト事業（H18fy）

統合により、「太陽エネルギーシステムフィールドテス
ト事業」へ

H 15fy H 16 fy H 17 fy H 18 fy H 19 fy H 20 fy H 21 fy H 22 fy H 23 fy H 24 fy H 25 fy H 26 fy H 27 fy

中 間 評 価 中 間 評 価 事 後 評 価

事 業 評 価 （ 毎 年 度 実 施 ）

太 陽 光 発 電 新 技 術 等 フ ィ ー ル ド テ ス ト 事 業

太 陽 熱 高 度 利 用 シ ス テ ム フ ィ ー ル ド テ ス ト 事 業

太 陽 エ ネ ル ギ ー シ ス テ ム フ ィ ー ル ド テ ス ト 事 業

統
合



○○太陽光発電太陽光発電

（評価内容）
・太陽光発電の普及に向けて、公共施設や集合
住宅への導入を促進するために重要な施策であ
り、着実に実施すべきである。
・普及促進効果がより期待できる分野に重点化
したり、低コスト化を図るための標準化の推進
に配慮するなど、投資効果を高めるよう留意す
べきである。
・太陽光発電の普及のための施策は長期にわ
たっており、事業のあり方について、引き続き
市場の動向を踏まえた検討が求められる。

（対応状況）
・高い普及促進効果が期待される学校施設等へ
の重点的導入に配慮するとともに、設置・施工
方法の標準化を図るために設置ガイドライン策
定に向けた取組みを行っている。
・結晶シリコン系太陽電池の次世代型として開
発されてきた化合物系太陽電池や薄膜タンデム
型太陽電池の商用化が近いことから、これらを
積極的に導入し実証することとしたい。

○○太陽熱利用太陽熱利用

（評価内容）
・太陽熱利用の推進は重要な施策ではあるが、新
規性、普及見込みなどを勘案して公募及び採択を
行い、効果的、効率的に実施すべきである。
・事業の実施にあたっては、適正な実証規模を設
定し、地域、対象施設等を厳選する必要がある。

（対応状況）
・冷房や床暖房等の給湯以外の利用用途を可能
とするシステムを優先的に採択するよう工夫し
ている。
・普及見込みを勘案し、今後、太陽熱利用の普
及が見込まれる老人ホーム等の福祉施設や温泉
等の観光施設、学校施設に積極的に導入してい
る。
・太陽熱利用の業界等からヒアリングを行い、
需要が見込まれる規模（有効集熱面積：20m2以
上）を設定し、実施している。

太陽エネルギーシステムフィールドテスト事業⑥
～昨年度ＳＡＢＣ評価への対応～
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第２回評価検討会経済産業省提出資料 
（平成１８年１０月２３日）  

 
  資料３－１ 太陽エネルギーシステムフィールドテスト事業 
 

  資料３－２ 太陽エネルギーシステムフィールドテスト事業 
～ 補足説明資料 ～ 

                           
注 「資料３－１のＰ．３」及び資料３－２の全部は非公表のため省略。 
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総合科学技術会議 評価専門調査会
第２回評価検討会ヒアリング資料

「太陽エネルギーシステムフィールドテスト事業」

平成１８年１０月
資源エネルギー庁

新エネルギー対策課

資料３－１



エネルギー源毎や技術の特性に応じた新エネ
ルギー等の導入拡大を図るため、下のような政
策を展開する。

①成長ステージに応じた導入支援措置
→ 「需要」と「供給」の拡大

②周辺関連産業や地域との融合
→ 厚みのある「産業構造」の形成

③革新的なエネルギー高度利用の促進
→ 技術開発により新エネの可能性

を高める

④新エネルギー・ベンチャービジネスに対す
る支援

→ あらたな技術フロンティアの開拓

様々な国家的な諸課題に対して、以下に示す具体的なプログラムに積極的に取り組み、
官民一体となった取組の好循環が社会全体に定着するようイニシアティブを発揮していく。

○ 省エネルギーフロントランナー計画
○ 運輸エネルギーの次世代化計画
○ 新エネルギーイノベーション計画
○ 原子力立国計画

○ 総合資源確保戦略
○ アジア・エネルギー環境協力戦略

○ 緊急時対応の強化

○ エネルギー技術戦略

（１）世界最先端のエネルギー需給構造の実現

（２）資源外交、エネルギー環境協力の総合的強化

（３）緊急時対応策の充実

（４）共通な課題

新エネルギーイノベーション計画新エネルギーイノベーション計画

我が国の「新・国家エネルギー戦略」における新エネルギーの位置付け
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新・国家エネルギー戦略（新エネルギーイノベーション計画）

技術開発の必要性と目的技術開発の必要性と目的
２０１０年度の新エネルギーの導入目標（１９１０万ｋｌ）

達成に向け、新エネルギー転換分野における従来技術
の高度化を推進する．また，２０１０年以降の中長期的
観点に立ち，太陽エネルギー技術（非シリコン系太陽電
池の開発と普及，シリコン薄膜化技術），バイオエタノー
ルの高効率製造技術，および太陽エネルギーやバイオ
マスエネルギーの効率的熱利用技術など総合的な新エ
ネルギー次世代技術開発を支援する。

蓄電池等性能向上・普及
ハイブリッド自動車の価格大幅低下
電気自動車の普及拡大
蓄電池併設による太陽電池・風力発電の安定化

周辺関連施策の裾野の形成
部材の大幅コスト削減

既存エネルギー産業・非エネルギー
産業の新エネルギー参入

バイオエタノール
の高効率製造

非シリコン系太陽電池普及
シリコン薄膜化

定置用燃料電池の市場展開

日本型風力発電システム

シリコン原料供給拡大

下水汚泥・間伐材の利用拡大

ブラジル等からのバイオエタノール輸入
国産エタノール製造

「地域エネルギー共同体」の確立
資源作物の増産

燃料電池自動車の市場展開

定置用燃料電池の本格普及

新エネルギー
「需要」と「供給」の拡大

新エネルギー
「産業構造」の形成

技術開発

ベンチャー企業の
フロンティア開拓

離陸準備

加速的普及

自立的普及

２０１０年
（離陸期）

２０２０年
（普及拡大期）

２０３０年
（本格普及期）

新素材（色素等）太陽電池市場投入

燃料電池自動車本格普及

新たな技術オプション

初期需要

新・国家エネルギー戦略より
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太陽光発電技術開発のシナリオ

●２０３０年に向けた太陽光発電ロードマップ（ＰＶ２０３０）（平成１６年６月）
ロードマップ策定以前は、１９７４年から開始されたサンシャイン計画・ニューサンシャイン計画が２０００年に終了し、２０

１０年以降の中長期的観点からの技術開発目標が示されていない状況であった。しかし、国の太陽電池研究開発の全体
像を内外に示すとともに、長期的なビジョンの策定を行うことにより、研究の効率的な遂行を行うべきとする産業界等の要
請を受けて、平成１６年６月にＮＥＤＯが策定したものである。

●コストターゲット
電力会社では、太陽光発電の余剰電力を購入する自主的な制度を実施しており、それぞれの分野に応じた電力料金単

価を設定（家庭用：２３円／ｋＷｈ、業務用：１４円／ｋＷｈ、特高需要家：７円／ｋＷｈ）している。このため、ロードマップでは、
技術開発の目標値として、各電力料金単価をコストターゲットに設定している。

火 力 発 電 コ ス ト

業 務 用 電 力 料 金

家 庭 用 電 力 料 金

1 9 9 3 2 0 0 7 2 0 1 0  2 0 2 0 2 0 3 0

発
電
コ
ス
ト

7円 /kW h  

2 6 0 円 /kW h

3 0 円 /k W h

2 3 円 /k W h

1 4 円 /k W h

蓄 電 池 付 シ ス テ ム

超 薄 型 /ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ化 に よ

る 高 性 能 化 ・ 低 コ ス ト 化

<<シ ス テ ム 技 術 >>
系 統 に 負 担 を か け な い シ ス

テ ム 単 独 型 か ら 統 合 型
シ ス テ ム

技 術 の 世 代 交 代 に よ る
低 コ ス ト 化 の 実 現

シ リ コ ン で も 化 合 物 で
も な い 新 材 料 （ 色 素 等 )
や 新 構 造 （量 子 ナ ノ 構 造 ）
を 用 い た 太 陽 電 池 も 登 場

バ ル ク 結 晶 シ リ
コ ン に 加 え 薄 膜
（ シ リ コ ン 、 化
合 物 ） 太 陽 電 池

も 登 場 へ

4 6 円 /k W h
(2 0 0 4 年 )

技 術 革 新 に よ る 蓄 電 池
コ ス ト の 低 下
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○○環境負荷を考慮した新プロセス技術、材料技術の開発環境負荷を考慮した新プロセス技術、材料技術の開発

○○性能評価技術・リサイクル技術性能評価技術・リサイクル技術の確立の確立等等の共通基盤技術の研究の共通基盤技術の研究開開発発

成果目標成果目標

【実証事業】

大規模電力供給用太陽光発電系統安定化等実証事業大規模電力供給用太陽光発電系統安定化等実証事業
（（平成平成1818年度年度～～平成平成2222年度年度)) 3535億円（億円（77億円）億円）
・大規模太陽光発電の系統連系対策を実証

太陽エネルギーシステム太陽エネルギーシステムフィールドテスト事業フィールドテスト事業
（（平成平成1919年度年度～～平成平成2626年度年度))89.689.6億円億円（新規）（新規）
●●太陽熱高度利用システムフィールドテスト事業太陽熱高度利用システムフィールドテスト事業
●●太陽光発電新技術等フィールドテスト事業太陽光発電新技術等フィールドテスト事業
・新技術・新型モジュールの有効性の検証

【導入普及施策】

（補助金）
• 自治体向け設置補助
• 事業者向け設置補助

（税制・財政投融資）
• 割賦販売事業者向け低利融資
• 設置者向け税制優遇

（法制度）
• ＲＰＳ法の着実な実施

以下の導入目標を達成し、我が国
のエネルギー安定供給確保及び温
室効果ガス排出削減に貢献する。

2010年度導入目標
太陽光発電：118万ｋｌ（原油換算）
太陽熱利用：90万ｋｌ（同）
2030年度導入目標
太陽光発電：2,024万ｋｌ（同）
太陽熱利用：112万ｋｌ（同）

【研究開発】

環境対応
性能評価

高効率化
・

低コスト化
次世代技術の研究開発次世代技術の研究開発

即実用化のための従来技術の高即実用化のための従来技術の高
度化度化

基礎基礎 応用応用
新エネルギー
ベンチャー技
術革新事業
（H19～H23）
10億円の内数

・再生可能エ
ネルギー分野
における潜在
的技術オプシ
ョンの発掘

２事業を統合

新エネルギー技術研究開発新エネルギー技術研究開発
（平成（平成1919年度～平成年度～平成2121年度）年度）41.641.6億円（新規）億円（新規）
●●太陽光発電システム実用化加速技術開発太陽光発電システム実用化加速技術開発
●●太陽光発電システム未来技術研究開発太陽光発電システム未来技術研究開発
●●太陽光発電システム共通基盤技術研究開発太陽光発電システム共通基盤技術研究開発
●●太陽エネルギー新利用システム技術研究開発太陽エネルギー新利用システム技術研究開発
（（●●バイオマスエネルギー高効率転換技術開発）バイオマスエネルギー高効率転換技術開発）

５事業を統合

太陽エネルギーを普及するための取組み
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基礎研究
商品化を目指した

実証研究

技術開発

国主導で実施
（１／１補助）

国と民間で共同研究
（１／２補助）

市場初期導入

国と民間で共同研究
（１／２補助）

市場拡大

・

我が国のエネルギー安定供給確保
及び温室効果ガス排出削減に貢献

2010年度導入目標
太陽光発電：118万ｋｌ
太陽熱利用：90万ｋｌ

2030年度導入目標
太陽光発電：2,024万ｋｌ
太陽熱利用：112万ｋｌ

・太陽光発電システム
未来技術研究開発

・太陽光発電システム
実用化加速技術開発

ＦＴ事業

【導入普及素地への貢献】
ＦＴにおいて取得した種々のデーターを

広く公開し、設置者の経済的な設置を促し、
システム全体のコストダウンに寄与

太陽エネルギーシステムフィールドテスト事業の意義
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○○太陽光発電太陽光発電
太陽光発電システム等を実際に導入し、性能・耐久

性・安全性・経済性の観点から設置・施工方法の最適
化と標準化を図る。

１．新型モジュール採用型 ２．建材一体型
３．新制御方式適用型 ４．効率向上追求型

○○太陽熱利用太陽熱利用
太陽熱利用の適用拡大とコスト低減のために、太陽

熱利用システムを実際に導入し、性能・耐久性・安全
性・経済性の観点から設置・施工方法の最適化と標準
化を図る。また、更に採択の際にはデザイン性を重視
することで、消費者にとって魅力的なシステムの構築を
目指す。

１．新分野拡大型 ２．最適化・標準化推進型
３．魅力的デザイン適用型 ４．新技術適用型

太陽光発電の２０１０年度導入目標量（１１８万ｋ
ｌ）及び太陽熱利用の２０１０年度導入目標量（９０
万ｋｌ）を達成するために、新技術を活用したシステ
ム等を導入し、その有効性を検証する。

事業の目的事業の目的

事業の概要事業の概要

事業計画

太陽エネルギーシステムフィールドテスト事業

（事業年度）
平成１９年度～平成２６年度
（予算規模）
平成１９年度概算要求額：８９．６億円
全体予定額：３６４．５億円

本事業では、設備の設置後の４年間に渡って実証
データを収集。したがって、平成２３年度～平成２６
年度はデータの収集のみ行う予定。

事業スキーム

国 → ＮＥＤＯ → 民間団体等
（交付金） （共同事業）

ＮＥＤＯ１／２負担

実施機関：独立行政法人新エネルギー・産業技術総合
開発機構（ＮＥＤＯ）

負担率 ：ＮＥＤＯが事業費の１／２を負担。

戦略等における位置付け

平成１８年３月の第５３回総合科学技術会議において
決定された分野別推進戦略において、「太陽光発電及
び太陽熱利用の更なる高効率化、低コスト化等を目指す
技術開発、実証試験等」を重要な研究開発課題として位
置付けている。
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